
事業評価個票（事業実施：令和３年度）
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⑤

評価に関する説明

・コロナの影響で地方への関心が高まる中、県の最重要課題の一つである人口減少対策として、関係人口を創出
し、移住・定住につなげる本事業の優先度は高い。また、県が積極的にオンラインを活用し、情報発信を行い、市
町村が実施するワーケーション等を取り込んだ新たな移住体験事業に対し助成するなど、県と市町村が役割を分
担し、施策を推進していくことが有効である。

/ 未設定
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・新型コロナ感染拡大の影響もあり、市町村では、県の補助事業を活用した移住体験プログラムは実施できな
かったが、オンラインによる移住体験プログラム等を実施した。また、県では４月から12月まで毎週木曜日にオン
ラインセミナーを開催するなど、関係人口の創出・拡大を図り、移住交流ポータルサイトトップページのアクセス数
は目標を大きく上回った。

成果指標（所管部局の分析）

計 ２４,１０２ １,０００
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計 ２４,１０２

山形の魅力発信による移住促
進

２,３８２ １,０００

①

②

③

④

｢Yamagataみらいコミュニ
ティ座談会｣の設置･運営
プチ滞在等多様な滞在プログ
ラムの実施
副業人材等活用による移住促
進

１,３６４

オンライン関係人口の創出

・⑤「山形県の魅力発信」の委託事業者については、広く本県の魅力を発信する必要があることから、発信力の高
いYouTuberを活用している事業者を適切に選定している。また、②の事業について、コロナ感染拡大のため、実
施できなかったものの、事業の実施にあたっては市町村に負担を求めており、妥当である。

・Yamagataみらいコミュニティ座談会やオンラインセミナーの開催にあたっては、テーマや出演者の選定、当日の
運営等、すべて県の職員が担当することにより、効果的で低コストで実施できている。

活動指標及び成果指標設定の考え方

　本県への移住者を増やすためには、本県と継続的な関わりを持つ関係人口を創出し、その層を厚くする必要がある。このため、県外への山
形の魅力の発信や現地での体験等を通して、関係人口を創出し、県内への人材の呼び込みを図っていく。これらから本事業の指標は、本県に
関する情報を取得するための中心となる「移住交流ポータルサイト」のアクセス数や県内で展開される短期滞在プログラムへの参加者数をア
ウトプット指標として設定し、県の移住相談窓口を利用した移住者数をアウトカム指標として設定するもの。

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

成果実績

203.1%％達成度

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

成果実績

目標値

達成度

２３０２００１７０１５０１３０

項目

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果目標の明確な達
成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較して
より効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。

コロナ禍の中、移住体験プログラムの実施は制限されたものの、オンラインを積極的に活用し、Yamagataみらいコミュニティ座談会
は３回実施し、令和３年４月から12月まで毎週木曜日に開催したオンラインセミナーでは、会員数は630名、うち県外の会員数は首都
圏等のビジネス人材を中心に260名を超える等、多くの人に本県の魅力を伝えることができた。
今後は、本県への関心を更に引き込むため、広く本県の情報発信を行うとともに、オンラインセミナー等で関わりをもった首都圏等の
人材等を活用し、関係人口の創出・拡大、移住者の増加につなげる必要がある。
また、関係人口の創出拡大は、県の取組みに加え、市町村においても積極的に取り組んでいく必要がある。

今
後
の
対
応

目標値

成果実績

・コロナ禍における地方への関心の高まりの中、「（一社）ふるさと山形移住・定住推進センター」を中心とした移
住・定住策に加え、本事業による関係人口の創出・拡大を進めた結果、成果指標である「県の移住相談窓口を通
じた県外からの移住者数」は２６４名と前年度の１４３名を大きく上回り、また、目標も達成しており、移住・定住の
促進につながっている。

A

５００

達成度

本県への関心を更に引き込むため、多くの人に本県の魅力を発信し、関係人口の創出・拡大、ひいては移住者の増加につなげてい
くため、フォロワー数の多いインフルエンサーを活用し、本県の魅力を発信していく。
また、引き続き首都圏等の人材による本県への訪問を通じて、本県企業の人脈形成支援や首都圏等の人材による情報発信を行う
とともに、LINEを活用し、ターゲットをしぼった移住情報等を発信することにより、本県への関係人口の創出・拡大、移住につなげて
いく。
関係人口の創出拡大については、市町村の取組みも重要であることから、本県と関わりのある学識経験者や実践者等による地方
創生の知見や実践例を共有し、施策の深化を図る講座をリアル、オンラインのハイブリットにより実施し、市町村の移住・定住、関係
人口施策を支援していく。

実施方法

費目
（予算見積書グループ名）

令和３年度令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

その他
直接実施 委託・請負 補助 負担 交付

事
業
の
有
効
性

（
達
成
度

）

１,０００ －

(評価基準)　「事業の必要性・事業の効率性　Ａ:妥当性が高い/Ｂ:おおむね妥当である/Ｃ:妥当性が低い」
　　　　　　　 「事業の有効性（達成度）　Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:おおむね目標どおりの成果、活動見込をおおむね達成(80%以上100%未満)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(80%未満)」

８,７８９ ０

その他特定財源
一般財源

１,５４２ ０

当初予算額
（単位:千円）

財源内訳
（単位:千円）

事
業
の

必
要
性

事
業
の
効
率
性

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

－ －

貸付

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

国庫支出金
県債

１０,３０９

１３,７９３

上記実施方法とする理由：
県の直接実施を中心にしながら、民間のノウハウを活用できる事業は
委託するなど、事業内容に合わせた支出方法を選択した

事業所管部局による評価・検証（令和４年７月）

評価
（ABC）

A

A

課
題

達成度

１２２,０００ １２３,０００１２１,０００

活動実績

件 ２４６,２０４

事業の目的
本県の豊かな地域資源を活用し、県内外の多様なニーズを持つ人々を惹きつけ、呼び込むこ
とにより、関係人口の創出・拡大を図り、将来的な移住・定住につなげていく。

事業概要
（令和３年度の
実施内容）

①　「Yamagataみらいコミュニティ座談会」の設置・運営
　移住や、ワーケーション、イノベーション等の「やまがた暮らし」全体について、関係者同士が語
り、つながる「Yamagataみらいコミュニティ座談会」を設置・運営する。
②　プチ滞在等多様な滞在プログラムの実施
　市町村が実施する、ワーケーション等の移住体験プログラムの作成、広告、実施、関係機関との調
整、参加者の必要経費、体験（滞在）施設の環境整備等に対し補助する。
⇒新型コロナ感染拡大により､県の補助金を活用した移住体験プログラムを市町村で実施することがで
きなかった。(※２市町より交付申請があったが､新型コロナ感染拡大により事業中止となった。)
③　副業人材等活用による移住促進
　県外人材を対象に県内企業等との副業マッチングと、その応募者をターゲットに「（一社）ふるさと
山形移住・定住推進センター（くらすべ山形）」等による移住に向けた支援を実施する。
⇒副業マッチングでは、副業だけの関係で終わってしまうことから、オンラインセミナー等で本県と関
わりをもった首都圏等の人材による本県訪問、県内企業等との交流を促進し、人脈形成の支援や首都圏
等の人材による情報発信を行う事業に変更して実施した。
④　オンライン関係人口の創出
　本県の食や観光等の地域資源をはじめとする本県の魅力をテーマに、V-tuberによるオンラインセミ
ナーを開催し、関係人口の創出拡大を図る。
⑤　山形の魅力発信による移住促進
　発信力の高い人を活用した情報発信や、LINEを活用し、移住希望者や県内高校卒業生などターゲット
を絞った移住情報の発信を実施する。

プログ
ラム

１５

目標値 人

活動実績

単位

当初見込み

成果実績 人 ２６４

令和３年度

目標値

①～⑤県の移住相談窓口を通じた県外か
らの移住者数

活動指標

部局・担当課名 みらい企画創造部くらすべ山形魅力発信課 ②県内で展開される滞在プログラム数
（※県の補助金を活用しない市町村が実
施する滞在プログラムも含む）

活動実績

当初見込み目標指標

⑤移住交流ポータルサイト「やまがた暮
らし情報館」トップページのアクセス数

活動実績

当初見込み

開始/終了(予定)年度移住・関係人口創出拡大推進事業費

施策
[施策１] 多様なライフスタイルの提案・発信
[施策２] 移住・定住の促進　[施策３] 「関係人口」の創出・拡大
全年齢の社会増減数（県外からの転入者数－県
外への転出者数）

令和６年度△1,500人

政策の柱、
政策

総合発展計画実施
計画の位置付け

[政策の柱１] 次代を担い地域を支える人材の育成・確保
[政策４] 国内外の様々な人材の呼び込み

事業名

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

令和３

当初見込み

（様式２）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

件 １１８,０００ １２０,０００

単位

プログ
ラム

５０ ５５ ５８ ６０ ６５



【みらい企画創造部 移住・定住推進課】

移住・関係人口創出拡大推進事業費【新規】 24,102千円

○ 新型コロナを機に地方への関心が高まる中、二地域居住、

ワーケーション、副業などの新しいニーズを取り込むため、

移住希望者の関心が高い「仕事」や「山形の魅力」等を

通じたアプローチにより、本県への移住・定住を推進する。

１ ｢Yamagata みらいコミュニティ(仮称)｣の設置･運営

1,364千円

本県の移住促進策を深掘りするとともに、二地域居住、

ワーケーション、副業も含めた「やまがた暮らし」全体に

ついて、関係者同士をつなぐリアル・オンラインのコミュ

ニティを創る。

２ 移住・定住促進策

（１）多様な移住形態の支援 ～やまがた移住アラカルト～

① プチ滞在等多様な滞在プログラムの実施 10,025千円

関係部局等と連携しつつ、様々な体験メニューの

提供による市町村と連携した滞在プログラムの実施

目 的

事業内容

② 副業人材活用による移住促進 8,789千円

県外人材を対象に県内企業等と副業をマッチング

また、応募者に対して、ふるさと山形移住･定住推進

センター（くらすべ山形）が移住に向けアプローチ

③ オンライン関係人口の創出 1,542千円

新たなビジネス機会創出等に向けたオンラインセミ

ナーや首都圏と本県を結んだコワーキングスペースを

活用したイベントの開催

（２）山形の魅力発信による移住促進

① 発信力の高い人に着目した山形の魅力発信 1,382千円

地域づくり実践者、地域密着系ユーチューバー等に

よる山形の魅力の継続発信

②「LINE」等を活用した移住情報の発信・相談 1,000千円

新たなビジネス機会を創出する
オンラインイベント

ジョージ・ヤマガタ氏 presents 
第１回オンラインセミナー

「山形 KAiGO*ILYou Revolution」
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